
近着図書解題

G・L・ハリス者

fイラクー一住民，社会，文化J
George L. Harris. Iraq : Its People, Its Society, 
Its Culture. New Haven : I-IRAF Press, 1958. Pp. 
χiv+350. 

;,t;::gは HumanRelations Area Fi¥es-HRAF (1949 

年創立， 16の大学が参加lし本部はエーJレ大学にある）か

ら Surveyof World Cultures シリーズの一部として

出版されたものである。これは HRAFの MiclclleEast 

Fileと IraqFileの報告：，Ir-で，著者ハリスのほかに M.

Ani, M. C. Bigelow, J. Cookson, S. C. Gillen, G. A. 

Lipsky, C. H. Royce らが共同で；t11mしている。全22

平・のうち始めの G誌を文化，社会，人口，地理！，肢史，訂lifL
宗教，社会披榊の叙述にあて，残り l6J？で外交関係，経済

の基本的特徴，JH・政，1；店 ・工・京発民，保健，家政，教育，生活

様式などを扱っている。少ない紙数に総花的：・こ多くの＊

唄が盛りこんであり慨説刊のj或をIllていないが，今日の

イラクを理併するには使利な;;j(-e:-ある。また相当詳しい

参考文献と州別人口，大新ll!-1発行部数とその特徴＇ Jf止染別

人口，51年からの同家財政，土地利用11£,i"l必，鉱工~. tミ
梁生産山などの統iH・をつけ読者の使に供している。

S・C・デュープ若

「インドにおける農村の変容J

S. C. Dube. l1ldia’s Clta11gi11g Villages : Human 
Factors in Commrmity Developme11t. London : 
RouLledge and Kel-{an Paul Ltd., 1958. Pp. xii+ 
230. 

社会人制学者・としてのごr..:'tiは，インドのむ（~ 1次5カ年

,M・叫における共同社会発鵬首！－晒（CommunityDevelop-

ment Projects）および伊l封切及：.J~ご長（National Extension 

Service）会，政令JJ也j戒のft附，扶m，栄持不此などと去

J~·をなしている伝統的技術，↑m司’生f』百f五Mr：，こ 1.{t円，’、〔を合
わせf与．記

おけるイ女！白づ~－j· （負：~ I :i';-i:）を巧
． プラデシj也域を中心に~広告に行なわれたd込村j山j或控股詩,. 

画の共体的内容〈筋2:i'~：），そのl武見tへの反応cu~ 3式i:),
iii＇回~行~－としてのHI官!1：のf党：5』（白ir ,1五；：n，計画促進批：

因としてのポスター，集合技官などの広報ヰ1:i院の任務（貨店
5 :ii1) tこついて叙述する。ついでこれら新概念や技術の

受け入れに終局的な意義をもっ汀日目および11,1t好，社会的

行および伝統， f;f念，社会榊；遣などと：n聞との相互l具！主主
をみ＜m6l;i:），以後〈釘I7 '.i;i:）に筆者は以上の考娯から

開発庁！・函における人的1rtli),gl引の尻史：性とその分析解明と

しての応用社会科学の任務を強調しているo
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B・ニクレスク若

f植民地計画の比較研究j

B. Niculescu. Colonial Planning: A Comparntivc 
Study. London : George Allen and Unwin, 1958. 
Pp. 208. 

まだ独立していない拙民地諸国の経済発肢を総括的に

取り上げその実態と問題点を明らかにするのが若者の目

的である。従来の』ii'i民地各悶の経済；｝｜・闘のJff.史およびJj・

幽機構を分析し，同時に発民を阻守lJする特殊な新W!:因を

明確にし，先進悶の抗生産，？，＇.日前 wの経済体1!JI］の中で生

まれた総務理論はそのまま迎合できないと主張する。瑞：

者・は「植民地の後進性はまさに本国から多立の資本が流

入した結果」と鋭く追及しながらも，それはあくまで過

去の術閤主投諮問であって現在は阿ーに論じられない，

したがって狭院なナショナりズムに市ち入ることなし

先進悶の経済；：・I・画の梢保態を十分考胞に入れ，問際協力

のもとで経済発展を拙し進めるべきであると結論してい

る。本陣｛投資の性栴変化の分析は不十分であるが，航民

地全体の発mu1・画がHti史的に概括されている点が Bib¥io

とともにニの方而の研究者－にとって有益なる資料手引き

となろう。

R・N・トゥリパティー若：

rインドの財政政策と経済発展J
R. N. Tripathy. Fiscal Policy and Economic De-
ve/opmcn/ in India. Calculta : The ・world Press 
Private Ltd., 1958. Pp. ii－ト306.

本：；1~は，続前u目指の恨コ~l!IH泊はff)；花ffi脱の有効利用に

あるとし，民・：lミ的方法で最大の成長持tを述成するのにイ

ンドの fiscalpolicyがJil：的にもWJ造的にも適当か在か

という 11\J氾jを研究したものである。まず初訟で経前1m，~

に虫！ましいJM・政政策を考・え，以下これとの｜則迎で11；，：：に

わたって持制！！なデータによりインドJH'政組織， IJ｝~括支 Ill , 

:flt税，公共H.＼＇り入れ，赤字財政， rt師、の配分と州｜！日不均

等発肢のIBJ阻に分析のメスを入れ，終1;i:ではつぎの結Eぬ

を下している。すなわち経済計闘の史的する財政機備の

1rl－性とインド辿邦組織との矛盾は， UI1 次 5 カ 1f~;tl’国

の限定実胞の過程で中央と州との!Illの協力関係樹立で解

消されている。 ri!r在資ilii［の吸収は山梨所得税の｜盟税化と

徴税技術の改普が必~とされるが，出村経済の変革なし

には効民的に行なえない。経済発）段階艦大化のためには

投資の限界生産性を極大にする必主さがあって，州｜悶不均

等託金配分は当然であるというものである。


